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［最高裁判所第二小法廷　令和８年４月24日判決　令和７年（受）第356号］

量産実用品の著作物性を判断した最高裁判決

１．事件の概要

　本件は、製品名を「TRIPP TRAPP」

とする子ども用の椅子（以下、本件椅

子）の著作物性が争われた事件の上告

審です。本件椅子の形状は次のとおり

です。

　原判決〈知財高判令和６年９月25日

令和５年（ネ）第10111号〉については

本誌2025年１月号で取り上げていま

すので、そちらを参照してください。

　本判決は、応用美術のうち「量産さ

れて日常生活の中で実用に供されるこ

とが予定されている物品」（以下、量

産実用品）について、著作物性が認め

られる判断基準と当てはめを最高裁と

して初めて明示しました。

　応用美術の著作物性を巡っては現行

著作権法の制定当時（昭和45年）から

議論があります。約55年を経て最高裁

が明確な判断基準を示したことは、プ

ロダクトデザイン業界をはじめとする

各方面に非常に大きなインパクトを与

えるものといえます。

２．上告人の主張の骨子

　量産実用品であってもその形状、模

様もしくは色彩またはこれらの結合

（以下、形状等）が創作的な表現であ

れば、美術の範囲に属するものとして

著作物に当たるというべきである。本

件椅子は、その特徴的な形状が創作的

な表現であるから、著作物に当たる。

３．争点

　本件椅子は著作物に該当するか。

４．裁判所の判断

（１） 量産実用品の著作物性の原則論

　「著作権法２条１項１号は、『著作物』

を『思想又は感情を創作的に表現した

ものであって、文芸、学術、美術又は

音楽の範囲に属するもの』と定義して

いる。もっとも、量産実用品について

は、その形状等が思想又は感情を創作

的に表現したものであるということが

できれば、直ちに美術の範囲に属する

ものとして著作物に当たるとの解釈を

採ることは相当ではない。

　すなわち、我が国には、産業の発達

に寄与することを目的として、視覚を

通じて美感を起こさせる量産実用品の

形状等を保護する意匠法があり、量産

実用品の形状等について、意匠登録出

願をして所定の審査を経て設定の登録

がされることで意匠権が発生する。意

匠権者は、業として登録意匠及びこれ

に類似する意匠の実施をする権利を専

有し、意匠権の存続期間は原則として

意匠登録出願の日から25年とするなど

とされている……。これに対し、著作

権法では、登録等の手続を経ることな

く著作権が発生し、業として行われる

行為以外にもその効力が及び、その存

続期間は原則として著作物の創作の時

から著作者の死後70年を経過するまで

の間とし、著作者は著作権に加えて著

作者人格権も享有するなどとされてい

る……。以上のような我が国の意匠法

及び著作権法における権利の発生要

件、内容及び存続期間等に鑑みれば、

（引用者注：上告人の）解釈を採り、

量産実用品の形状等について、意匠法

に加えて著作権法により保護されるこ

とを広く認めた場合には、あえて費用

等を投じて意匠登録を受けなくとも、

同法によって、より長期間、広範に保

護が受けられることとなる可能性があ

り、意匠法の存在意義を損なうおそれ

がある。また、量産実用品の形状等に

ついて広く著作権法の保護が及ぶとす
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ると、著作者人格権により権利関係が

複雑化して量産実用品の利用が妨げら

れたり、意匠権の存続期間満了後も長

期間にわたって量産実用品の形状等を

自由に利用することができなくなった

りすることにもなりかねず、産業の発

達に寄与するという意匠法の上記目的

が阻害されるおそれもある」

（２） 量産実用品の著作物性の判断基準

　「もっとも、量産実用品の形状等は、

通常、実用目的に必要な機能（以下、

単に『機能』という。）との関係で一

定の制約を受けて決定されるものであ

り、機能に由来する構成と別個にこれ

を把握することができないものである

けれども、その中には、例えば、表面

に単なる模様や表面加工の域を超える

装飾が付加されているもののように、

当該付加部分の形状等が、機能と関連

せず、観念上、機能に由来する構成と

は別個の絵画や彫刻として把握できる

ものがある。このようなものは、量産

実用品に『美術の著作物』（著作権法

10条１項４号）が単純に付加されたも

のということができ、当該付加部分に

同法の保護が及ぶことは当然である。

　また、量産実用品の中には、例えば、

全体として彫刻等とも看取できるもの

のように、その全体又は部分における

形状等が、当該実用品としての機能と

関連してはいるものの、観念上、機能

に由来する構成とは別個の彫刻等とし

て把握できるものがある。このような

形状等は、機能に由来する構成とは別

個に思想又は感情の創作的な表現を把

握できるという点において、『美術の

著作物』が単純に付加された上述の場

合と同様であるということができるか

ら、著作権法の保護を及ぼすのが相当

である。上記のような形状等は、機能

との関係で一定の制約を受けるのが通

常である量産実用品の形状等としては

例外的なものであるということができ

るのであって、これに著作権法の保護

を及ぼしても、上記でみたような弊害

が生ずるおそれは小さい。

　以上によれば、量産実用品の全体又

は部分における形状等が、観念上、機

能に由来する構成とは別個に、思想又

は感情の創作的な表現として把握する

ことができるものである場合には、当

該量産実用品の全体又は部分は、著作

権法２条１項１号にいう著作物のう

ち、美術の範囲に属するものに当たる」

（３） 当てはめ

　「本件椅子は、量産実用品であって、

上告人らは、大要、約66度の略Ｌ字型

を成して床面から立ち上がっている２

本の脚を有し、当該２本の脚の間に座

面板及び足置板が床面と平行に固定さ

れるようになっている点において創作

性が認められるから、本件椅子が著作

物に当たると主張する。しかしながら、

上記の点は、子供用の椅子としての機

能に由来する構成である脚、座面板及

び足置板の配置による形状が美感を起

こさせるものであることを基礎付ける

事情にすぎない。そして、本件椅子の

全体又は部分における形状等は、子供

用の椅子としての機能に由来する構成

としてしかこれを把握することができ

ず、当該構成とは別個に、思想又は感

情の創作的な表現として把握すること

ができるものではない。よって、本件

椅子は、著作物に当たるとはいえない」

５．補足意見（尾島明裁判官）

　「法廷意見は、……『美的鑑賞』と

いう語を用いていない。その趣旨は、

……『美的鑑賞』の語からはあたかも

高度な創作性や芸術性が必要であるか

のような誤解が生じかねず、また、そ

もそも美的な芸術としての鑑賞に値す

るか否かを裁判所が判断するのは不適

当と思われるからである」

　「抽象度が高いものであるが、法廷意

見が本件椅子についてその当てはめの

判断を行っているように、その要件の

具体的適用については、今後様々な事

例の積み重ねに期待することとなろう」

６．考察

（１） 判決の射程

　本件でまず注意を要するのは、議論

の対象が応用美術一般ではなく「量産

実用品」に限定されている点です。

　従来、応用美術は「実用に供され、

または産業上利用される美的な創作

物」などと定義されることが多く、そ

のなかにはいわゆる一品制作品などの

美術工芸品（著作権法２条２項）も含

まれていました。そして、それら一品

制作品や大量生産品も含めた応用美術

一般の著作物性について包括的に議論

されることが多かったと思われます。

　一方、本判決はそのような包括的な

議論を展開するのではなく、対象を量

産実用品に絞っています。何をもって

「量産」というのかは必ずしも明確で

はありませんが（例えば、職人やデザ

イナーがある程度の数の製品を手作り

することや、規格品であるが数量限定
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で高級品を作ることも「量産」なのか

など）、本判決が想定する「量産実用品」

でない応用美術については、本判決の

判示が直ちには及ばないと考えられる

ことに留意が必要です。

（２） 判断基準

　本判決は量産実用品の著作物性につ

いて「観念上、実用目的に必要な機能

に由来する構成とは別個に、思想又は

感情の創作的な表現を把握できるか」

という判断基準を定立しました。

　従来、一部の判決を除き、応用美術

の著作物性を認めるためには、「プラ

スα」の要素、具体的には「高度の芸

術性」「高度の美的表現」「審美性」「美

的創作性」「美的鑑賞」などの要素が

必要であるとされてきました。

　本判決はこれらの用語を意図的に用

いていないものの（５.補足意見参照）、

冒頭で、量産実用品の形状等が「思想

又は感情を創作的に表現した」という

だけでは著作物性を認めるには足りな

いと述べていますので、基本的には従

来の立場を是認して「プラスα」の要

素が必要であるとしたうえで、ただそ

の内容としては、機能に由来する構成

とは別に絵画や彫刻などの表現を観念

上把握できる必要があるという新しい

整理をしたものと考えられます。

　筆者の理解では、従来の見解との違

いは本質的には表現の問題であり、最

高裁はできる限り判断の客観性が担保

され、当てはめのしやすい表現を慎重

に選択したものと思われます。

（３） 当てはめ

　問題は、どのような場合に、機能由

来の構成とは別に絵画や彫刻などの表

現を把握できるのかということです。

　判決理由からは、①量産実用品の機

能と関係なく装飾が付加されている場

合や、②量産実用品が全体として彫刻

等として把握できる場合などが想定さ

れていることが分かります。このうち、

①については例えば、独立した絵柄や

彫刻を単純に量産実用品に付した場合

を想定していると思われますが、②に

ついてはどのような場合を想定してい

るのか定かではありません。

　この②の点をより具体的に追究して

みると、最高裁は「観念上」という用

語を用いています。「観念上」とは、

その語義からすると「頭の中で空想し

てみると」という趣旨と思われますの

で、「観念上、機能に由来する構成と

は別個に」とは、「量産実用品の機能

を頭の中で捨象して考えてみると」と

読み替えることができます。

　本件椅子に即して考えると、その機

能「子どもが座るという機能」を捨象

し（例えば、子どもが成長して子ども

用椅子としての役割を果たし終えたと

仮定したような場合）、その子ども用

椅子を彫刻のようにも扱う（例えば、

玄関に飾る）ことが想定されるのであ

れば著作物性を肯定するが、そうでな

ければ否定するというのが、本判決の

思考過程に対する一つの理解になるか

もしれません。

　この場合、本判決は当てはめにおい

て、本件椅子の形状等は「子供用の椅

子としての機能に由来する構成として

しか」把握できないと述べていますの

で、本件椅子は頭の中で機能を捨象し

て考えてもあくまでも椅子であって、

椅子以外の表現物とは把握し得ないと

いう判断をしたものと理解されます。

　本判決の当てはめを前提にすると、

量産実用品としてのデザインが優れて

いるということだけでは彫刻等の表現

物として把握できることにはならない

と考えられます。一方で、例えば量産

実用品の機能とは関連性がない部分

や、乏しい部分に創作者の創意工夫が

みられる場合には、全体を彫刻等の表

現物として把握できることに近づくは

ずです。近時の裁判例では、照明用

シェードの全体の形状に着目して著作

物性を認めた東京地判Ｒ２.１.29など

が参考になると思われます。

（４） 今後の実務

　本判決が述べる「量産実用品」「観

念上」「別個に」などの用語は、従来

は明示的に用いられていなかった表現

であり、これらの具体的な意義解釈は、

５.補足意見が述べるとおり、今後の事

例の積み重ねを待つ必要があります。

　他方、少なくとも今後、量産実用品

に対する著作権法の保護は限定的に判

断される方向になるでしょう。このた

め、プロダクトデザイン分野では、著

作権法ではなく、意匠法や不正競争防

止法による保護を中心とした知財戦略

を組み立てることが大切です。
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